
土
木
関
係
補
助
事
業

１ 
が
け
地
近
接
等

　

 

危
険
住
宅
移
転
事
業

■
対
象
（
全
て
の
要
件
を
満
た
す
方
）

①
が
け
地
に
近
接
す
る
区
域
に
居
住
し
て

　

い
る
方

②
建
築
基
準
法
等
に
よ
り
危
険
な
区
域
に

　

指
定
さ
れ
る
以
前
に
建
て
ら
れ
た
住
宅

　

に
居
住
し
て
い
る
方

③
令
和
５
年
度
に
移
転
を
行
う
方

■
補
助
金
額

①
撤
去
・
移
転
費
：
上
限
97
万
５
千
円

②
建
設
助
成
費

　

危
険
住
宅
に
代
わ
る
住
宅
の
建
設
（
購

　

入
）、
土
地
取
得
、
敷
地
造
成
の
た
め
、

　

金
融
機
関
か
ら
融
資
を
受
け
た
借
入
金

　

の
利
子
相
当
額
を
助
成

①
住
宅
建
設
：
上
限
４
６
５
万
円

②
土
地
取
得
：
上
限
２
０
６
万
円

③
敷
地
造
成
：
上
限
60
万
８
千
円

■
申
込
期
限　

令
和
４
年
９
月
30
日
（
金
）

２ 

空
き
家
解
体
撤
去
事
業

■
対
象

①
市
内
に
あ
る
空
き
家
の
所
有
者

②
家
の
所
有
者
か
ら
委
任
を
受
け
た
者

③
所
有
者
等
が
居
住
し
て
い
な
く
、
他
の

　

用
途
で
使
用
し
て
い
な
い
建
物

※
非
住
宅
の
み
の
解
体
は
対
象
外

④
市
内
業
者
に
依
頼
す
る
工
事
で
対
象
工

　

事
費
の
合
計
額
が
30
万
円
（
消
費
税
込

　

み
）
以
上
の
も
の

■
補
助
金
額

①
一
般
解
体
撤
去

　

対
象
工
事
費
の
30
％
（
上
限
30
万
円
）

②
撤
去
後
の
新
築

　

対
象
工
事
費
の
50
％
（
上
限
50
万
円
）

■
申
込
期
限　

令
和
４
年
12
月
28
日
（
水
）

３ 

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
促
進
事
業

■
対
象

①
市
内
に
あ
る
申
請
人
が
居
住
し
て
い
る

　

持
家

②
市
内
の
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
促
進
事
業　

　

登
録
工
事
業
者
を
利
用
し
た
住
宅
の
リ

　

フ
ォ
ー
ム
工
事

③
対
象
工
事
費
20
万
円
以
上
の
も
の

■
補
助
金
額

①
一
般
世
帯

　

対
象
工
事
費
の
10
％
（
上
限
15
万
円
）

②
子
育
て
世
帯

　

対
象
工
事
費
の
30
％
（
上
限
45
万
円
）

■
申
込
期
限　

令
和
４
年
12
月
28
日
（
水
）

■
注
意
点

①
他
の
補
助
事
業
と
の
重
複
部
分
は
対
象

　

外
（
介
護
保
険
住
宅
改
修
支
援
事
業
、
小

　

型
合
併
処
理
浄
化
槽
設
置
整
備
事
業
等
）

　

と
な
り
ま
す
。

②
住
宅
１
件
に
つ
き
１
回
の
補
助
で
す
。

４ 

木
造
住
宅
耐
震
診
断
・

　

 

耐
震
改
修
工
事
補
助
事
業

■
対
象

①
市
内
木
造
住
宅
の
居
住
者
ま
た
は
所
有

　

者
（
居
住
者
と
所
有
者
が
異
な
る
場
合
、

　

双
方
の
同
意
が
必
要
）

②
昭
和
56
年
５
月
31
日
以
前
に
建
築

　
（
着
工
）
さ
れ
た
も
の

③
市
税
等
を
滞
納
し
て
い
な
い
こ
と

④
耐
震
改
修
工
事
は
市
内
業
者
に
依
頼
す

　

る
工
事
で
あ
る
こ
と

■
補
助
金
額

①
耐
震
診
断
：
耐
震
診
断
費
用
の

　

３
分
の
２
（
上
限
６
万
円
）

②
耐
震
改
修
工
事
：
対
象
工
事
費
の　

１
０
０
分
の
23
（
上
限
30
万
円
）

■
申
込
期
限
　
令
和
４
年
12
月
28
日
（
水
）

■
各
事
業
補
助
事
業
に
つ
い
て

①
工
事
中
・
工
事
後
の
申
請
は
補
助
対
象

　

外
と
な
り
ま
す
。

②
工
事
現
場
立
会
い
等
の
た
め
不
在
の
場

　

合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
ご
相
談
は
、
事

　

前
に
ご
連
絡
を
お
願
い
し
ま
す
。

※
各
事
業
の
申
請
書
・
添
付
書
類
の
詳
細

　

は
、
土
木
課
建
築
係
ま
た

　

は
、
市
Ｈ
Ｐ
か
ら
ご
確
認

　

い
た
だ
け
ま
す
。

◎
問
い
合
わ
せ
先

　

土
木
課
建
築
係
☎
内
線
３
４
０

垂
水
市
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム

促
進
事
業
に
係
る

登
録
工
事
業
者
の
募
集

　

地
域
経
済
の
活
性
化
と
快
適
な
住
環
境

の
整
備
を
図
る
た
め
に
、
垂
水
市
住
宅
リ

フ
ォ
ー
ム
促
進
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
補
助
事
業
を
利
用
さ
れ
る
方
か
ら
リ

フ
ォ
ー
ム
工
事
を
受
注
し
た
い
事
業
者
は
、

あ
ら
か
じ
め｢

工
事
業
者｣

の
登
録
手
続

き
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

■
資
格

　
１
年
以
上
市
内
に
主
た
る
事
業
所
等
（
本

社
ま
た
は
本
店
）
を
有
す
る
会
社
ま
た
は

個
人
事
業
者
で
、
継
続
し
て
事
業
を
実
施

し
て
い
る
者

■
受
付
開
始　

　

令
和
４
年
４
月
１
日
～

※
受
付
は
、
随
時
行
い
ま
す
。

■
登
録
方
法

　

指
定
す
る
申
請
書
お
よ
び
添
付
書
類
を

　

土
木
課
建
築
係
に
ご
提
出
く
だ
さ
い
。

※
申
請
書
は
、
土
木
課
建
築
係
ま
た
は
市

　

Ｈ
Ｐ
よ
り
入
手
で
き
ま
す
。

◎
問
い
合
わ
せ
先

　

土
木
課
建
築
係
☎
内
線
３
４
０

▲HPはこちら

▲HPはこちら

問 

企
画
政
策
課
地
域
振
興
係　

☎
内
線
２
４
６

移住・定住事業のご紹介
垂水市では、移住・定住人口を増やすための事業を実施しています。
様々な生活シーンに合わせ、ぜひご活用ください。事業の詳細は市公式ＨＰでも公開しています。

Pick Up
 INFO

企
画
政
策
課
か
ら
の
お
知
ら
せ

空き家バンク制度
空き家を売りたい方や貸したい方の空き家物件情
報を垂水市公式ＨＰに掲載し、借りたい方との橋
渡しを行っています。
■対象／賃貸・売却可能な一戸建物件
■空き家バンク登録までの流れ
　①市へ申込書を提出　②現地調査
　③入居者募集（市ＨＰ､窓口で物件情報を公開）
※仲介行為は行いません。
※空き家バンク登録で、家財道具撤去費、リフォー
　ム費の一部補助を受けることができます。

▲詳しくは
　市HPでも

空き家有効活用推進事業
空き家バンク登録物件の空き家内の家財道具など
の処理費用の一部を補助します。
■対象物件／垂水市空き家バンク登録物件
■対象
　・空き家に係る所有権又は売却・賃貸を行う　
　　ことができる権利を有する者
　・市税の滞納がない者
　・３親等内の親族間での売買・賃貸等
　　でないこと
■補助金額／対象経費の３分の２（上限５万円）

空き家リフォーム促進事業
空き家リフォームに係る費用の一部を補助します。
■対象物件／垂水市空き家バンク登録物件
■対象
　・空き家に係る所有権又は売却・賃貸を行う　
　　ことができる権利を有する者
　・市税の滞納がない者
　・３親等内の親族間での売買・賃貸等
　　でないこと
■補助金額／補助対象工事費の 50％
　（上限 50 万円 )（対象工事費：20 万円以上 )

垂水市住宅取得費助成金交付事業
子育て世帯又は転入者で、自ら居住するために、
市内に住宅を建設・購入された方に対し、住宅建
設・購入費用の一部を助成します。
■対象物件／住宅取得費用 500 万円以上の物件
■対象
　・市内で自らが居住するために一戸建て住宅　
　　を建設又は購入し、引き渡しを受けた者
　・転入世帯の場合は、本市に転入してから２　
　　年以内に住宅取得をした者
　・市税の滞納がない者（世帯全員）　等
■助成額／①子育て世帯　　　50 万円
　　　　　②転入世帯　　　　100 万円
　　　　　③子育て転入世帯　150 万円
※②、③は助成額のうち 10 万円は市内商品券で
　助成します。

垂水市賃貸住宅家賃助成事業
垂水市内で婚姻により新居を構える若年夫婦世帯
又は転入者に対し、賃貸住宅物件（空き家バンク
賃貸物件含む）の家賃の一部を補助します。
■対象物件
　・市営住宅等の公的賃貸住宅以外の賃貸住宅
　　（社宅等は除きます）　等
■対象
　・住民登録してから６ヶ月以内、または婚姻　
　　を契機として夫婦のいずれかが転入もしくは
　　転居した日から６ヶ月以内の世帯
　・家賃から住宅手当を差し引いた額を月額　　
　　３万円以上支払う者
　・市税の滞納がない者（世帯全員）　等
■補助金額　月額 5,000 円 ～月額 15,000 円
　　　　　　（世帯状況等によって異なります）

垂水市結婚新生活支援事業
垂水市内で、婚姻し新居を構える若年夫婦世帯に
対し、住居費、リフォーム費、引っ越し費用また
は新生活準備にかかる費用の一部を補助します。
■対象
　・令和４年１月１日から令和５年３月 31日ま
　　でに婚姻届を提出し、本市に住民登録した者
　・婚姻届提出時点で夫婦共に 50歳以下
　・家賃及び市税を滞納していない者　等
■補助金額／上限 15 万円 ～ 30 万円　
　　　　　　（世帯状況等によって異なります）
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